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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

海外から提供された電子的サービス（e-Services）に対する VAT 課税 

タイ歳入局は、2021 年 2 月 10 日付の官報に改正歳入法（第 53 条）を掲載し、タイ国

で VAT 登録をしていないサービス受領者が海外から提供された電子的サービスをタイ国内で

使用した場合に VAT を課税する旨の税制改正を行いました。VAT 課税に関する本改正歳

入法の規定は、2021 年 9 月 1 日以降に受領された収益及び支払われた費用に適用され

ます。本改正法の概要は以下のとおりです。 

定義の改正 

「商品」とは、販売目的、使用目的、その他の目的にかかわらず、価値評価及び所有するこ

とが可能な有形又は無形の資産であり、輸入商品を含みます。当該定義上、インターネット

又はその他のネットワークプラットフォームを介して提供される無形の資産は含まれません。 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-en-feb2021.pdf
http://www2.deloitte.com/us/en.html


 

 

「電子的サービス」とは、インターネット又はネットワークプラットフォームを介する無形の資産の

提供を含むサービスで、サービスの実質的な部分が自動的に提供され、かつ、インフォメーショ

ンテクノロジー（IT）を使用せずには提供することが不可能なサービスを指します。 

「電子的プラットフォーム」とは、サービス提供者が電子的サービスのサービス受領者にサービスを

提供するために使用するマーケットプレイス、チャネル、その他のプラットフォームを指します。 

電子的サービスの提供者及びプラットフォーム運営者に対する VAT の要件 

1. タイ国で VAT 登録をしていないサービス受領者に対して、タイ国内で使用される電

子的サービスを海外から提供したサービスプロバイダーは、歳入局に VAT を送金する

義務を有します。支払った Input VAT を預かった Output VAT から相殺することは認

められません。 

2. 電子的プラットフォームを介して海外から電子的サービスを提供しているサービス提供

者については、電子的プラットフォームの運営者が、サービス提供者に代わり、各サー

ビス提供者が提供する個々のサービスの詳細を示すことなく、総額ベースにて当該

電子的プラットフォームを介した運営に係る VAT を送金する義務を負います。この場

合、電子的プラットフォームの運営者は、サービス提供者と同様の要件と義務を負

います。 

電子的サービスの料金支払者に対する VAT の要件 

以下のケースのように、タイ国内で使用される電子的サービスを海外から提供する者に役務提

供料を支払う者（一般的に、役務提供受領者）は、リバースチャージの方法により、VAT を

歳入局に送金することが求められます。 

• 電子的サービスの料金支払者がタイ国の VAT 登録者であるケース 

• 料金支払者がタイ国の VAT 登録者であるか否かにかかわらず、電子的サービスの

提供者が電子的サービス以外のサービスについても提供しているケース 

VAT 登録義務の免除 

タイ国内で使用されるサービスを海外から提供する事業者が以下の要件を充足する場合に

は、VAT 登録が免除されます。 

• タイ国の VAT 登録者にのみ電子的サービスを提供する場合 

• サービス受領者がタイ国の VAT 登録者であるか否かにかかわらず、事業者が電子

的サービスの定義に該当しないサービスを提供している場合 

タックスインボイス発行の禁止 

タイ国の VAT 登録者ではない者に対して、タイ国内で使用される電子的サービスを海外から

提供する事業者は、タックスインボイスを発行することが認められません。 

 

COVID-19 関連の税制措置 

タイ政府は、COVID-19 対策として、以下の税制措置を導入しています。 

2021 年度の土地建物税の減税 



 

 

2021 年 1 月 31 日付で、2021 年度における一定の土地建物税に関する減税に関する勅

令（第 2 号）が公表されました。本勅令には、以下に要約される内容が含まれています。 

• 以下の土地及び建物に係る 2021 年度に賦課される土地建物税については、

2019 年施行の土地建物税（状況に応じて、第 42 条又は第 95 条）に基づいて

計算された税額に対して 90％相当額の減税が適用されます。 

o 農業用の土地又は建物 

o 居住用の土地又は建物 

o 農業用又は居住用以外の目的で使用される土地又は建物 

o 空き地又は遊休の土地又は建物 

• 本減税措置は、2019 年施行の土地建物税の第 96 条及び第 97 条の適用対象

となる既存の減税措置に影響を及ぼしません。 

居住用不動産に係る権利及び法的行為に要する登録手数料の減額 

2021年 1月 26日付で、タイ内閣は、以下の内容を含む一定の居住用不動産に係る権利

及び法的行為に要する登録手数料（以下「登録手数料」）の減額に関する措置を承認

しました。 

• 以下に掲げる不動産の譲渡については 2％から 0.01％に、不動産の抵当権設定

については 1％から 0.01％に、それぞれ登録手数料が減額されます。 

o 土地開発に関する法律に基づいて土地開発業者から取得した戸建住

宅、半戸建住宅、タウンハウス、又は商業用ビルの用地 

o 登録された事業者から取得したコンドミニアムで、1ユニット当たりの価値が

300 万バーツを超えないもの。ただし、物件の譲渡と抵当権設定に係る登

録が同時に行われるもの 

• 本減額措置は、内務省通達が官報に掲載された日の翌日から 2021 年 12 月 31

日まで有効です。 

電子申告による場合の個人所得税、源泉税及び VAT の期限延長 

2021 年 1 月 26 日付で、タイ内閣は、源泉税と VAT の申告及び納付期限を以下のとおり

延長することを承認しました。 

• 2021 年 2 月から 2021 年 6 月までの各月に申告期限が到来する源泉税申告書

（PND.1、PND.2、PND.3、PND.53 及び PND.54）については、原則として支払が

行われた月の月末から 7日以内に提出することが求められているものの、当該申告

書の提出月の末日まで提出期限が延長されました。ただし、当該延長措置は、オ

ンラインプラットフォームを介して提出される申告書にのみ適用されます。 

• 2021 年 2 月から 2021 年 6 月までの各月に申告期限が到来する VAT 申告書

（P.P.30 及び P.P.36）については、原則としてそれぞれ各月 15 日及び 7 日までに

提出することが求められているものの、当該申告書の提出月の末日まで提出期限

が延長されました。ただし、当該延長措置は、オンラインプラットフォームを介して提出

される申告書にのみ適用されます。 

2021 年 1 月 28 日付で公表された財務省通達により、原則として 2021 年 3 月中とされる

2020年度の個人所得税申告書（PND.90及び PND.91）の提出期限が 2021年 6 月 30



 

 

日まで延長されました。ただし、当該延長措置は、オンラインプラットフォームを介して提出され

る申告書にのみ適用されます。 

e-Withholding Tax による場合の源泉税の軽減措置の延長 

2021 年 1 月 12 日付で、タイ内閣は、e-Withholding Tax を用いて行われる一定の支払に

対して課される源泉税率を軽減する期間（5％若しくは 3％から 2％に軽減）を延長する旨

の省令案を承認しました。当初の減税期間は 2020 年 10 月 1 日から 2021 年 12 月 31 日

までとされていましたが、2022 年 12 月 31 日まで延長されました。 

 

貸倒損失が認められる基準値の引上げ 

2021年 1月 19日付で、タイ内閣は、現在の経済環境をよりよく反映させるため、一定の基

準値の引上げを含む、貸倒損失に関する課税上の取扱いと要件を改正する省令案を承認

しました。本改正は、2020 年 1 月 1 日以降に開始する事業年度の貸倒損失に遡及適用

されます。その主な内容は、以下のとおりです。 

1. 省令第 186 号第 4 項により、債務者 1 人当たり 50 万バーツを超える債権に適用され

る現行の貸倒損失に係る要件は、200 万バーツを超える債権に適用されることとなりま

す。 

2. 省令第 186 号第 5 項により、債務者 1 人当たり 50 万バーツ以下の債権に適用される

現行の貸倒損失に係る要件は、200 万バーツ以下の債権に適用されることとなります。 

3. 省令第第 186号第 6項により、債務者 1 人当たり 10万バーツ以下の債権に適用され

る現行の貸倒損失に係る要件は、20 万バーツ以下の債権に適用されることとなります。 

4. タイ中央銀行が定める要件によって 100％の引当金が設定されている融資枠に係る債

権について、金融機関が貸倒損失処理するための要件として、以下のような債務者であ

ることが求められることとなります。 

• 元本又は利息の支払が 360 日以上又は 12 カ月以上残っている債務者、又は 

• タイ中央銀行が定める貸倒損失の基準を充足する債務者 

 

適格基金に対する寄附金の二重控除 

2021 年 1 月 12 日付で、タイ内閣は、電子寄附システムを介して科学技術開発基金、科

学研究イノベーション基金、計測システム開発基金、健康システム研究基金に寄附を行った

場合、100％の追加控除（つまり、合計 200％の控除）を認める勅令案を承認しました。

本勅令案には、以下の内容が含まれます。 

• 個人の場合、このような基金に対する寄附金の額の 200％相当額（「二重控

除」）が控除対象経費又は手当として認められます。ただし、控除対象となる寄

附金の総額は、他の勅令で認められている二重控除の規定と合計したところで、

個人の所得金額（全ての手当や控除を差し引いた後の所得金額）の 10％相当

額が限度とされます。 

• 法人及びパートナーシップの場合、二重控除が損金として認められます。ただし、控

除対象となる寄附金の総額は、他の勅令で認められている二重控除の規定と合

計したところで、歳入法第 65 条 bis(3)(b)に基づく慈善、公益、教育、スポーツを支



 

 

援するために行われた寄附金の額を控除する前の法人の所得金額の 10％相当

額が限度とされます。 

• 二重控除の対象は、本勅令の発効日（本勅令が官報に掲載された際に提示）

から 2022 年 12 月 31 日までの間に、電子寄附システムを介して行われた寄附金

の額に限られます。 

 

電子納税システムの改善費用に係る追加控除の延長 

2021 年 1 月 12 日付で、タイ内閣は、法人又はパートナーシップが e-Tax Invoice、e-Tax 

Receipt、e-Withholding Tax System の改善又は開発のために要した費用を支出した場合、

100％の追加控除（つまり、合計 200％の控除）を認める期間を延長する旨の勅令案を

承認しました。本延長は、POSシステムの導入に要する費用には適用されません。なお、追加

控除が認められる期間は 2022 年 12 月 31 日（従前は 2019 年 12 月 31 日）まで延長

されます。 

 

電子文書に課される印紙税の現金納付手続   

2021 年 1 月 15 日付で、一定の電子文書に課される印紙税の現金納付手続を規定する

歳入局長官通達（第 61 号）が公表されました。主な手続の概要は、以下のとおりです。 

• 本通達は、2019年7月1日から2021年12月31日までの間、法律で定義された電

子文書に対して適用されます。 

• 印紙税の納税義務者は、印紙税を現金で納付するための申請書（Aor.Sor.4 

form）を提出することで、歳入局地方支所において印紙税を現金納付することを

選択できます。 

• 印紙税は、歳入局員が領収書と証憑書類を発行した時点で正式に支払われたも

のとみなされます。 

 

債務整理の規則と基準 

2020 年 12 月 30 日付で、勅令第 709 号（B.E.2563）に基づく債務整理の規則と基準に

係る歳入局長官通達（第 29 号）が公表されました。本通達で定められた主な規則と基

準は、以下のとおりです。 

• 対象となる債務については、タイ中央銀行が定める金融機関の債務整理に関する

措置及び規則に従うものである必要があります。 

• 金融機関及び非金融機関の債権者及び債務者は、タイ中央銀行が定める金融

機関の債務整理に関する規則に基づき、整理が必要な債務について、共同で債

務残高確認書を作成する必要があります。当該債務残高確認書には、少なくとも

タイ歳入局長官通達に基づいて規定された内容が含まれている必要があります。 

• 金融機関の債務者及び非金融機関の債権者は、以下の要件に基づく債務残高

確認書を作成する必要があります。 



 

 

o 権利・法律行為が登録されている地域の土地管理官に債務残高確認書を

提出することにより、権利・法律行為の登録時に通知する必要があります。な

お、金融機関の債務者及び非金融機関の債権者が、権利・法律行為の登

録前に納税することを選択する場合には債務残高証明書の提出は求められ

ません。 

o (i)債務者の住所地、(ii)事業所の所在地、(iii)譲渡した不動産の所在地を管

轄する歳入局地方支所に債務残高証明書を提出することにより、歳入局長

官に通知する必要があります。 

金融機関及び非金融機関の債権者及び債務者が、タイ中央銀行が定める金融機関向け

の債務整理の規則に則り、整理が必要な債務に対する債務残高確認書を共同で作成し

た場合には、2020 年 7 月 29 日付で公表された勅令第 709 号に基づく債務整理の規則と

基準に関する従前の歳入局長官通達（第 21 号）の規定に従い、2020 年 12 月 31 日

以前に作成された債務残高確認書に限り、引き続き効力を有します。 

 

ブロックチェーンネットワーク上での電子請求書又は電子領収書の作成、発行、受領若しく

は保存に係る規則、手続及び要件 

2021 年 1 月 20 日付で、2021 年 2 月 1 日から 2021 年 7 月 31 日までの間に有効となる

ブロックチェーンネットワーク上での電子請求書又は電子領収書の作成、発行、受領若しくは

保存に係る規則、手続及び要件を定める歳入局長官通達（第 30 号）が公表されまし

た。詳細は、以下のとおりにまとめられます。 

ブロックチェーンネットワークのサービスプロバイダー資格要件 

ブロックチェーンサービスプロバイダーとしての登録を希望する事業者は、一定の資格を有するこ

との他、一定の規則及び要件を遵守することが求められます。 

• 歳入当局の「Tax Sandbox」キャンペーン（テクノロジーを活用することで徴税行為を

改善するためのキャンペーン）に参加すること 

• タイの電子取引開発機構（Electronic Transactions Development Agency：以下

「ETDA」）が認定・承認したブロックチェーンネットワークのインフラを有すること 

• 使用するブロックチェーンネットワークが、ハードウェアとソフトウェアの双方の観点に鑑

みて充分なレベルの安全性と信頼性を備えており、かつ、データへのアクセスを制御

する手段を有していること 

• 歳入局による検討及び承認を受けるため、2021 年 2 月 28 日までにブロックチェー

ン事業者申請書（歳入局により指定されたもの）を ETDAの証明書と併せて歳入

局長官に提出すること 

ブロックチェーンネットワークを介した電子請求書及び電子領収書の発行   

ブロックチェーンネットワークサービスプロバイダーの顧客である電子請求書及び電子領収書の

発行者は、以下に掲げる規則に従うことが求められます。 

1. 歳入法（状況に応じて、第 86/4 条、第 86/9 条、第 86/10 条、第 105 条 bis）

が規定する必須情報を含む電子請求書及び電子領収書を発行すること 



 

 

2. 上記 1.に掲げる電子請求書及び電子領収書を、以下のいずれかの方法により作

成すること 

o Excel ファイル形式で作成された電子フォームにより、ブロックチェーンネットワーク

に取り込む方法 

o 電子請求書及び電子領収書の作成に関する従前の通達（2019 年 10 月

18 日付、歳入局長官通達第 15 号）に規定する手続により、ブロックチェーン

ネットワークに取り込む方法、又は、 

o サービス提供者が指定した形式や手続に基づき、ブロックチェーンネットワークに

取り込む方法 

3. 電子商取引法に基づき電子請求書及び電子領収書の受領者が指定するネット

ワークシステムであるブロックチェーンネットワークを介して、歳入法第 86条が規定する

物品購入者又はサービス受領者に電子請求書を発行、又は、歳入法第 105条が

規定する購入者、分割払い購入者又は支払者に電子領収書を発行すること 

4. サービス提供者からサービス受領者に対して電子請求書及び電子領収書が発行さ

れる場合、2019 年 10 月 18 日付で公表された歳入局長官通達第 15 号の規定

に基づき、電子請求書及び電子領収書の発行者は、歳入局に電子請求書及び

電子領収書の提供は求められないこと 

電子請求書及び電子領収書の保管と管理 

ブロックチェーンネットワークサービスプロバイダーを介して電子請求書又は電子領収書を発行

する VAT 登録事業者、及び、VAT 登録事業者から電子請求書又は電子領収書を受領す

る物品購入者及びサービス受領者は、以下のいずれかの方法により、電子請求書及び電子

領収書を保管し、管理する必要があります。 

1. 原資フォーマットからデータが変更されていない限り、いかなる電子的フォーマットでも

可。 

2. 書類の原資フォーマット、又は、 

3. ブロックチェーンネットワークに係る電子商取引法の規定に基づき印刷されたフォーマ

ット。印刷された電子請求書又は電子領収書には、「この書類は電子的に作成さ

れ、歳入局に送信されたものです」という旨の（電子的に作成された）文言が含ま

れていることが求められます。この場合、印刷された電子請求書又は電子領収書

は原本として依拠することが可能です。 

当初の電子請求書の取消と新規の電子請求書の発行 

当初の電子請求書を取り消して新規の電子請求書を発行する場合、発行者は、電子的

な形式により、新規の電子請求書番号及び発行日付（年／月／日）を記載した新規の

電子請求書を作成することが求められます。新規発行した電子請求書には、「新規の電子

請求書に差し替えるため、発行日付（年／月／日）に係る第...番の当初の電子請求書

を取り消します」という旨の文言が含まれていることが求められます。なお、当該取消は、新規

の電子請求書が作成された月の output tax report に記録されることが求められます。 

電子領収書を取り消して新規の電子領収書を発行する場合においても、同様の規則が適

用されます。 
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